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経済産業省は、電源をどのように組み合わせて将来の電力需要を賄うかを定める、いわゆる「エネル

ギーミックス」について、原子力発電の比率を原発事故前よりも低い２０％台前半にする一方、太陽光

などの再生可能エネルギーは原発を上回る比率とする方向で調整を進めています。 

経済産業省は、去年４月に閣議決定されたエネルギー基本計画に基づいて、２０３０年時点のエネル

ギーミックスを示すため、ことし１月から有識者会議を開き、議論を行っています。 

このうち、焦点となっている原発の比率は、原発事故が起きたことを踏まえて、事故前の２８％余りから

引き下げる方針です。 

ただ、温室効果ガスの削減や発電コストの抑制のため、経済産業省では一定程度原発を稼働させる

必要があるとして、その比率を２０％台前半にする方向で調整を進めています。この水準は、既存の

原発が運転を再開し、３月、廃炉が決まった５基を含む一部の原発が２０３０年までに廃炉になること

が想定されています。 

一方、再生可能エネルギーは、エネルギー基本計画でこれまで目標としていた２１％よりも比率を高

め、導入の拡大を図るとしており、原発を上回る比率とする方向です。 

経済産業省は４月末にもエネルギーミックスの素案を示したうえで、与党との調整を進め、温暖化対策

が話し合われる６月のＧ７＝先進７か国の首脳会議までに策定したい考えです。 

 


